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(57)【要約】
【課題】劣化の程度によらず、活性化が確実且つ充分に
図れるようになる、二次電池の活性化方法、活性化装置
、活性化パルス周波数測定装置、及び、充電装置の提供
。
【解決手段】測定パルス電圧の周波数を最低周波数ｆmi
n ～最高周波数ｆmax の範囲全体にわたって変えていき
ながら、測定パルス電圧を鉛蓄電池に印加し、この測定
パルス電圧により鉛蓄電池に流れる電流値を測定し、電
流値が極大となる極大周波数を求める。そして、求めた
極大周波数の活性化パルス電圧を鉛蓄電池に加える。す
ると、測定で得られた極大周波数が鉛蓄電池の共振周波
数となるので、鉛蓄電池に大きな活性化電流を流すこと
が可能となり、硫酸鉛の結晶被膜を効率よく除去するこ
とができ、鉛蓄電池２の活性化を確実且つ充分に図るこ
とができる。
【選択図】　　図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　二次電池を活性化させるための活性化パルス電圧を当該二次電池に印加する二次電池の
活性化方法であって、
　予め設定しておいた最低周波数から最高周波数までの範囲全体にわたって周波数を変え
ながら所定の電圧を二次電池に印加していくとともに、二次電池に流れる電流値を測定し
ていき、電流値が極大となる極大周波数を求めた後、
　求めた極大周波数の活性化パルス電圧を二次電池に加えることを特徴とする二次電池の
活性化方法。
【請求項２】
　予め設定しておいた最低周波数から最高周波数までの周波数範囲の全域にわたって、二
次電池に流れる電流値を測定した際に、測定された電流値の上下変動幅が予め設定された
所定の範囲を超えない場合には、当該上下変動において電流値が極大となっても、電流値
が極大となる周波数を無視し、上下変動幅が予め設定された所定の範囲を超えた場合に、
電流値が極大となる周波数を極大周波数として採用することを特徴とする請求項１記載の
二次電池の活性化方法。
【請求項３】
　予め設定しておいた最低周波数から最高周波数までの周波数範囲の全域にわたって、二
次電池に流れる電流値を測定し、電流値が極大となる極大周波数を求め、電流値が極大と
なる極大周波数が複数測定された場合には、極大値の近傍で山形に変化する電流値の頂上
から底部までの差が最も大きい極大周波数を採用し、この極大周波数の活性化パルス電圧
を二次電池に加えることを特徴とする請求項１又は２記載の二次電池の活性化方法。
【請求項４】
　求めた極大周波数の活性化パルス電圧を二次電池に加えた後、直ちに二次電池の充電を
開始することを特徴とする請求項１から請求項３までのいずれかに記載の二次電池の活性
化方法。
【請求項５】
　劣化した二次電池を活性化させるための活性化パルス電圧を当該二次電池に印加する二
次電池の活性化装置であって、
　予め設定しておいた最低周波数から最高周波数までの範囲全体にわたって周波数を変え
ながら所定の測定電圧を二次電池に印加していく電圧印加手段と、
　この電圧印加手段が測定電圧を印加した際に、二次電池に流れる電流値を測定する電流
測定手段と、
　予め設定しておいた最低周波数から最高周波数までの周波数範囲の全域にわたって、前
記電流測定手段によって測定された電流値を含むとともに、周波数の変化に対する電流値
の変化を示す電流値測定データを記憶する記憶手段と、
　この記憶手段に記憶された電流値測定データに基づいて、予め設定しておいた最低周波
数から最高周波数までの間において電流値が極大となる極大周波数を検出する極大周波数
検出手段と、
　前記極大周波数検出手段が検出した極大周波数の活性化パルス電圧を二次電池に加える
活性化パルス電圧発生手段とを備えていることを特徴とする二次電池の活性化装置。
【請求項６】
　予め設定しておいた最低周波数から最高周波数までの周波数範囲の全域にわたって、二
次電池に流れる電流値を測定した際に、測定された電流値の上下変動幅が予め設定された
所定の範囲を超えない場合には、当該上下変動において極大となる電流値が検出されても
、この検出された極大となる電流値における周波数をノイズとしてキャンセルするノイズ
キャンセル手段が設けられ、
　前記極大周波数検出手段は、上下変動幅が予め設定された所定の範囲を超えたために、
前記ノイズキャンセル手段のノイズキャンセル動作によりキャンセルされなかった周波数
を極大周波数として採用するものとなっていることを特徴とする請求項５記載の二次電池
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の活性化装置。
【請求項７】
　予め設定しておいた最低周波数から最高周波数までの周波数範囲の全域にわたって、二
次電池に流れる電流値を測定し、電流値が極大となる極大周波数を検出し、電流値が極大
となる極大周波数が複数検出された場合には、極大値の近傍で山形に変化する電流値の頂
上から底部までの差が最も大きい周波数を極大周波数を選択する極大周波数選択手段が設
けられ、
　前記活性化パルス電圧発生手段は、前記極大周波数選択手段が選択した極大周波数の活
性化パルス電圧を二次電池に加えるものであることを特徴とする請求項５又は６記載の二
次電池の活性化装置。
【請求項８】
　劣化した二次電池を活性化させるための活性化パルス電圧を所定の周波数で当該二次電
池に印加するにあたり、当該二次電池に印加すべき活性化パルス電圧の周波数を求めるた
めの測定を行う二次電池の活性化パルス周波数測定装置であって、
　予め設定しておいた最低周波数から最高周波数までの範囲全体にわたって周波数を変え
ながら所定の測定電圧を二次電池に印加していく電圧印加手段と、
　この電圧印加手段が測定電圧を印加した際に、二次電池に流れる電流値を測定する電流
測定手段と、
　予め設定しておいた最低周波数から最高周波数までの周波数範囲の全域にわたって、前
記電流測定手段によって測定された電流値を含むとともに、周波数の変化に対する電流値
の変化を示す電流値測定データを記憶する記憶手段と、
　この記憶手段に記憶された電流値測定データに基づいて、予め設定しておいた最低周波
数から最高周波数までの間において電流値が極大となる極大周波数を検出する極大周波数
検出手段とを備えていることを特徴とする二次電池の活性化パルス周波数測定装置。
【請求項９】
　劣化した二次電池を活性化させるための活性化パルス電圧を当該二次電池に印加する機
能を有する二次電池の充電装置であって、
　充電するための充電電流を二次電池に導通させるために、当該二次電池に所定の直流電
圧を印加するで直流電圧印加手段と、
　予め設定しておいた最低周波数から最高周波数までの範囲全体にわたって周波数を変え
ながら所定の測定電圧を二次電池に印加していく電圧印加手段と、
　この電圧印加手段が測定電圧を印加した際に、二次電池に流れる電流値を測定する電流
測定手段と、
　予め設定しておいた最低周波数から最高周波数までの周波数範囲の全域にわたって、前
記電流測定手段によって測定された電流値を含むとともに、周波数の変化に対する電流値
の変化を示す電流値測定データを記憶する記憶手段と、
　この記憶手段に記憶された電流値測定データに基づいて、予め設定しておいた最低周波
数から最高周波数までの間において電流値が極大となる極大周波数を検出する極大周波数
検出手段と、
　前記極大周波数検出手段が検出した極大周波数の活性化パルス電圧を二次電池に加える
活性化パルス電圧発生手段とを備え、
　前記直流電圧印加手段が二次電池に所定の直流電圧を印加している状態で、前記活性化
パルス電圧発生手段が、その活性化パルス電圧を前記直流電圧印加手段の直流電圧に重畳
させて二次電池に印加できるように形成されていることを特徴とする二次電池の充電装置
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、劣化した二次電池を活性化させるために利用できる二次電池の活性化方法、
活性化装置、活性化パルス周波数測定装置、及び、充電装置に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　従来から、蓄積されていた電気エネルギーを放電しきっても、再度充電して電気エネル
ギーを蓄積させれば、何度でも繰り返して使用することができる鉛蓄電池等の二次電池が
利用されている。
　このような二次電池は、充電により内部で可逆的な電気化学反応を発生させて電気エネ
ルギーを蓄積するものであるので、その電気化学反応の起こりやすさ、すなわち、二次電
池の電気化学的活性が低下すると、その二次電池の放電容量や出力特性、サイクル充放電
特性、及び、安全性等の様々な性能も低下してしまう。
　二次電池の電気化学的活性は、電極の表面に非伝導性結晶被膜が形成される、あるいは
、電極の表面が酸化する等により低下し、一般的に、充放電を何度も繰り返すことにより
、あるいは、経年変化等により、徐々に低下していく。
【０００３】
　二次電池である鉛蓄電池では、電気化学的活性が低下する原因の一つとして、その電極
の表面に非伝導性結晶である硫酸鉛の結晶が付着して被膜を形成し、徐々に電極の表面を
覆う現象であるサルフェーションにより、内部抵抗が増大することが挙げられれる。
　このため、その表面に形成された非伝導性結晶被膜を電極から取り除けば、二次電池の
電気化学的活性を復活させることができる。
　ここで、二次電池に所定の電圧を印加することで、非伝導性結晶被膜を除去して鉛蓄電
池等の二次電池を活性化する非伝導性結晶被膜除去装置が知られている。
　この非伝導性結晶被膜除去装置によれば、二次電池の正極及び負極の間に所定の電圧を
印加して、二次電池の内部に所定波形の電流を導通させ、これにより、電極に電気的ショ
ックを与え、電極の表面に形成された非伝導性結晶被膜（例えば、硫酸鉛の結晶被膜）を
破壊して、電極から非伝導性結晶被膜を除去するので、増大した内部抵抗を低減でき、二
次電池の活性化を図ることができる（例えば、特許文献１参照）。
【特許文献１】特開２００４－３４２５６７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　前述のような非伝導性結晶被膜除去装置では、電極から非伝導性結晶被膜を除去するに
あたり、一定の周波数の電圧を二次電池の正極及び負極の間に印加しているが、同一構造
、同一容量の二次電池であっても、二次電池における劣化の程度、換言すると、電極表面
が非伝導性結晶被膜に覆われている程度によって、二次電池の内部交流インピーダンスが
相違するので、一定の周波数で電圧を印加したのでは、二次電池の内部に充分大きな電流
を導通させることができず、劣化の程度によっては、活性化が充分図れない、という問題
がある。
　このような問題は、鉛蓄電池に限らず、内部抵抗が増大することにより劣化するニッカ
ド電池やニッケル水素電池等の二次電池を活性化する際の課題となっている。
【０００５】
　なお、二次電池の正極及び負極の間に印加する電圧を高くすれば、二次電池の内部交流
インピーダンスが大きくても、二次電池の内部に充分大きな電流を導通させることができ
るが、内部交流インピーダンスを正確に測定するのは難しく、内部交流インピーダンスの
大きさを誤ると、二次電池に過大な電流が流れ、二次電池の電極等が損傷するという問題
が発生する。
　そこで、各請求項にそれぞれ記載された各発明は、上記した従来の技術の有する問題点
に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、劣化の程度によらず、活性化が
確実且つ充分に図れるようになる、二次電池の活性化方法、活性化装置、活性化パルス周
波数測定装置、及び、充電装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
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　各請求項にそれぞれ記載された各発明は、前述の目的を達成するためになされたもので
ある。以下に、各発明の特徴点を、図面に示した発明の実施の形態を用いて説明する。
　なお、符号は、発明の実施の形態において用いた符号を示し、本発明の技術的範囲を限
定するものではない。
　（請求項１）
　（特徴点）
　請求項１記載の発明は、二次電池の内部抵抗が交流インピーダンスであり、共振周波数
のパルス電圧を印加すると、活性化が効率よく行えることを見出した本出願人が、この知
見に基づいて達成したものであり、次の点を特徴とする。
【０００７】
　すなわち、請求項１に記載された発明は、二次電池(２)を活性化させるための活性化パ
ルス電圧を当該二次電池(２)に印加する二次電池(２)の活性化方法であって、予め設定し
ておいた最低周波数から最高周波数までの範囲全体にわたって周波数を変えながら所定の
電圧を二次電池(２)に印加していくとともに、二次電池(２)に流れる電流値を測定してい
き、電流値が極大となる極大周波数を求めた後、求めた極大周波数の活性化パルス電圧を
二次電池(２)に加えることを特徴とする。
　（請求項２）
　（特徴点）
　請求項２記載の発明は、前述した請求項１に記載の発明において、次の特徴点を備えて
いるものである。
【０００８】
　すなわち、請求項２記載の発明は、予め設定しておいた最低周波数から最高周波数まで
の周波数範囲の全域にわたって、二次電池(２)に流れる電流値を測定した際に、測定され
た電流値の上下変動幅が予め設定された所定の範囲を超えない場合には、当該上下変動に
おいて電流値が極大となっても、電流値が極大となる周波数を無視し、上下変動幅が予め
設定された所定の範囲を超えた場合に、電流値が極大となる周波数を極大周波数として採
用することを特徴とする。
　（請求項３）
　（特徴点）
　請求項３記載の発明は、前述した請求項１又は２記載の発明において、次の特徴点を備
えているものである。
【０００９】
　すなわち、請求項３記載の発明は、予め設定しておいた最低周波数から最高周波数まで
の周波数範囲の全域にわたって、二次電池(２)に流れる電流値を測定し、電流値が極大と
なる極大周波数を求め、電流値が極大となる極大周波数が複数測定された場合には、極大
値の近傍で山形に変化する電流値の頂上から底部までの差が最も大きい極大周波数を採用
し、この極大周波数の活性化パルス電圧を二次電池(２)に加えることを特徴とする。
　（請求項４）
　（特徴点）
　請求項４記載の発明は、前述した請求項１から請求項３までのいずれかに記載の発明に
おいて、次の特徴点を備えているものである。
【００１０】
　すなわち、請求項４記載の発明は、二次電池(２)の活性化のために、求めた極大周波数
の活性化パルス電圧を二次電池(２)に加えた後、直ちに二次電池(２)の充電を開始するこ
とを特徴とする。
　（請求項５）
　（特徴点）
　請求項５記載の発明は、前記請求項１に記載の発明と同様に、二次電池(２)に共振周波
数の活性化パルス電圧を印加すると、活性化が効率よく行えるという知見に基づくもので
あり、次の点を特徴とする。
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【００１１】
　すなわち、請求項５に記載された発明は、劣化した二次電池(２)を活性化させるための
活性化パルス電圧を当該二次電池(２)に印加する二次電池(２)の活性化装置(10)であって
、予め設定しておいた最低周波数から最高周波数までの範囲全体にわたって周波数を変え
ながら所定の測定電圧を二次電池(２)に印加していく電圧印加手段(12)と、この電圧印加
手段(12)が測定電圧を印加した際に、二次電池(２)に流れる電流値を測定する電流測定手
段(23)と、予め設定しておいた最低周波数から最高周波数までの周波数範囲の全域にわた
って、前記電流測定手段(23)によって測定された電流値を含むとともに、周波数の変化に
対する電流値の変化を示す電流値測定データを記憶する記憶手段(31)と、この記憶手段(3
1)に記憶された電流値測定データに基づいて、予め設定しておいた最低周波数から最高周
波数までの間において電流値が極大となる極大周波数を検出する極大周波数検出手段(41)
と、前記極大周波数検出手段(41)が検出した極大周波数の活性化パルス電圧を二次電池(
２)に加える活性化パルス電圧発生手段(11)とを備えていることを特徴とする。
【００１２】
　（請求項６）
　（特徴点）
　請求項６記載の発明は、前述した請求項５記載の発明において、次の特徴点を備えてい
るものである。
　すなわち、請求項６記載の発明は、予め設定しておいた最低周波数から最高周波数まで
の周波数範囲の全域にわたって、二次電池(２)に流れる電流値を測定した際に、測定され
た電流値の上下変動幅が予め設定された所定の範囲を超えない場合には、当該上下変動に
おいて極大となる電流値が検出されても、この検出された極大となる電流値における周波
数をノイズとしてキャンセルするノイズキャンセル手段(44)が設けられ、前記極大周波数
検出手段(41)は、上下変動幅が予め設定された所定の範囲を超えたために、前記ノイズキ
ャンセル手段(44)のノイズキャンセル動作によりキャンセルされなかった周波数を極大周
波数として採用するものとなっていることを特徴とする。
【００１３】
　（請求項７）
　（特徴点）
　請求項７記載の発明は、前述した請求項５又は６記載の発明において、次の特徴点を備
えているものである。
　すなわち、請求項７記載の発明は、予め設定しておいた最低周波数から最高周波数まで
の周波数範囲の全域にわたって、二次電池(２)に流れる電流値を測定し、電流値が極大と
なる極大周波数を検出し、電流値が極大となる極大周波数が複数検出された場合には、極
大値の近傍で山形に変化する電流値の頂上から底部までの差が最も大きい周波数を極大周
波数として選択する極大周波数選択手段(46)が設けられ、前記活性化パルス電圧発生手段
(11)は、前記極大周波数選択手段(46)が選択した極大周波数の活性化パルス電圧を二次電
池(２)に加えるものであることを特徴とする。
【００１４】
　（請求項８）
　（特徴点）
　請求項８記載の発明は、前記請求項１及び前記請求項５に記載の発明と同様に、二次電
池(２)に共振周波数の活性化パルス電圧を印加すると、活性化が効率よく行えるという知
見に基づくものであり、次の点を特徴とする。
　すなわち、請求項８に記載された発明は、二次電池(２)を活性化させるための活性化パ
ルス電圧を所定の周波数で当該二次電池(２)に印加するにあたり、当該二次電池(２)に印
加すべき活性化パルス電圧の周波数を求めるための測定を行う二次電池(２)の活性化パル
ス周波数測定装置であって、予め設定しておいた最低周波数から最高周波数までの範囲全
体にわたって周波数を変えながら所定の測定電圧を二次電池(２)に印加していく電圧印加
手段(12)と、この電圧印加手段(12)が測定電圧を印加した際に、二次電池(２)に流れる電
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流値を測定する電流測定手段(23)と、予め設定しておいた最低周波数から最高周波数まで
の周波数範囲の全域にわたって、前記電流測定手段(23)によって測定された電流値を含む
とともに、周波数の変化に対する電流値の変化を示す電流値測定データを記憶する記憶手
段(31)と、この記憶手段(31)に記憶された電流値測定データに基づいて、予め設定してお
いた最低周波数から最高周波数までの間において電流値が極大となる極大周波数を検出す
る極大周波数検出手段(41)とを備えていることを特徴とする。
【００１５】
　（請求項９）
　（特徴点）
　請求項９記載の発明は、前記請求項５に記載された二次電池の活性化装置を利用した充
電装置であって、次の点を特徴とする。
　すなわち、請求項９に記載された発明は、劣化した二次電池(２)を活性化させるための
活性化パルス電圧を当該二次電池(２)に印加する機能を有する二次電池(２)の充電装置で
あって、充電するための充電電流を二次電池(２)に導通させるために、当該二次電池(２)
に所定の直流電圧を印加するで直流電圧印加手段(４)と、予め設定しておいた最低周波数
から最高周波数までの範囲全体にわたって周波数を変えながら所定の測定電圧を二次電池
(２)に印加していく電圧印加手段(12)と、この電圧印加手段(12)が測定電圧を印加した際
に、二次電池(２)に流れる電流値を測定する電流測定手段(23)と、予め設定しておいた最
低周波数から最高周波数までの周波数範囲の全域にわたって、前記電流測定手段(23)によ
って測定された電流値を含むとともに、周波数の変化に対する電流値の変化を示す電流値
測定データを記憶する記憶手段(31)と、この記憶手段(31)に記憶された電流値測定データ
に基づいて、予め設定しておいた最低周波数から最高周波数までの間において電流値が極
大となる極大周波数を検出する極大周波数検出手段(41)と、前記極大周波数検出手段(41)
が検出した極大周波数の活性化パルス電圧を二次電池(２)に加える活性化パルス電圧発生
手段(11)とを備え、前記直流電圧印加手段(４)が二次電池(２)に所定の直流電圧を印加し
ている状態で、前記活性化パルス電圧発生手段(11)が、その活性化パルス電圧を前記直流
電圧印加手段(４)の直流電圧に重畳させて二次電池(２)に印加できるように形成されてい
ることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１６】
　　（請求項１の効果）
　以上のように構成されている本発明は、以下に記載されるような効果を奏する。
　すなわち、請求項１記載の発明では、二次電池の共振周波数が存在しうる範囲における
最低周波数と最高周波数とを予め設定しておき、設定した最低周波数から最高周波数まで
の範囲全体にわたって周波数を変えながら所定の電圧を二次電池に印加し、これにより、
二次電池に流れる電流値を測定していき、電流値が鋭い山形状に増大して極大となる極大
周波数を測定する。
　ここで、このような測定で得られた極大周波数が二次電池の共振周波数となるので、二
次電池における劣化の程度、例えば、鉛蓄電池等において電極表面が非伝導性結晶被膜に
覆われている程度によって異なるため、測定前は共振周波数の数値が未知であっても、測
定により、二次電池の共振周波数を確実且つ正確に求めることができ、共振周波数の活性
化パルス電圧を印加することにより、二次電池に効率よく活性化電流を導通させることが
でき、従って、劣化の程度によらず、二次電池の活性化を確実且つ充分に図ることができ
る。
【００１７】
　なお、本発明に基づく二次電池の活性化方法は、長年の使用により性能が劣化した二次
電池、あるいは、長期にわたり使用されずに放置されたことによって性能が劣化した二次
電磁について用いれば、その性能を回復させることができるうえ、新品の二次電池等の劣
化していない二次電池に対して用いれば、その劣化を未然に防止することができる。
　　（請求項２の効果）
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　請求項２記載の発明によれば、上記した請求項１記載の発明の効果に加え、次のような
効果を奏する。
　すなわち、請求項２記載の発明によれば、周波数を変えながら所定の電圧を二次電池に
印加しながら、当該二次電池に流れる電流値を測定していくと、測定対象となる電流には
、細かく上下に変動する脈動が含まれ、多数の極大部分がノイズとなって発生するが、二
次電池の共振周波数に該当する周波数では、ノイズとなる極大部分に比べると電流値が著
しく大きく且つ鋭く増大するので、測定された電流値の上下変動幅が予め設定された所定
の範囲を超えない場合には、当該上下変動において電流値が極大となっても、電流値が極
大となる周波数を無視することにより、ノイズとなる極大部分における多数の周波数の中
から、測定する必要のある共振周波数を抽出することができ、これにより、求めるべき共
振周波数を確実且つ正確に測定することができる。
【００１８】
　　（請求項３の効果）
　請求項３記載の発明によれば、上記した請求項１又は２記載の発明の効果に加え、次の
ような効果を奏する。
　すなわち、二次電池の種類によっては、異なる複数の数値の周波数を共振周波数として
有するものがあるが、例えば、鉛蓄電池は、複数の電極板のそれぞれが蓄電セルを形成し
ており、これらの電極板の各表面における非伝導性結晶被膜に覆われている程度が相違す
ると、各電極板についての共振周波数も相違するので、異なる複数の数値の周波数を共振
周波数として有することとなるが、請求項３記載の発明によれば、複数の共振周波数が測
定された場合には、極大値の近傍で山形に変化する電流値の頂上から底部までの差が最も
大きいものを採用し、この周波数の活性化パルス電圧を二次電池に加えるので、本測定で
得られた共振周波数のうちでは、最も大きな電流を二次電池に導通させることができ、こ
れにより、二次電池の活性化を確実且つ充分に図ることができる。
【００１９】
　　（請求項４の効果）
　請求項４記載の発明によれば、前述した請求項１から請求項３までのいずれかに記載の
発明の効果に加え、次のような効果を奏する。
　すなわち、請求項４記載の発明によれば、非伝導性結晶被膜を破壊するために、求めた
極大周波数の活性化パルス電圧を二次電池に加えた後、直ちに二次電池の充電を開始する
ので、劣化原因物質の再形成を防ぎ、例えば、鉛蓄電池等では、活性化パルス電圧を加え
て剥離させた非伝導性結晶が分解され、これらの非伝導性結晶が再度形成されることが防
止され、その被膜で電極が覆われることも防止される。これにより、二次電池の活性化さ
れた状態を長く維持でき、ひいては、二次電池の寿命を長くすることもできる。
【００２０】
　　（請求項５の効果）
　以上のように構成されている本発明は、以下に記載されるような効果を奏する。
　すなわち、請求項５記載の発明によれば、二次電池に印加する測定電圧の周波数を変え
ることができる電圧印加手段を設けたので、二次電池の共振周波数が存在しうる範囲にお
ける最低周波数から最高周波数まで、周波数を変えながら所定の電圧を二次電池に印加す
ることができる。
　また、この電圧印加手段が測定電圧を印加した際に、二次電池に流れる電流値を測定す
る電流測定手段を設けたので、最低周波数から最高周波数までの範囲全体にわたって周波
数を変えながら所定の電圧を二次電池に印加しながら、それぞれの周波数において二次電
池に流れる電流を測定することができる。
【００２１】
　さらに、最低周波数から最高周波数までの間において電流値が極大となる極大周波数を
検出する極大周波数検出手段を設けたので、これにより、電流値が鋭い山形状に増大して
極大となる極大周波数を自動的に検出することができる。
　ここで、電圧印加手段、電流測定手段、及び、極大周波数検出手段の作動によって得ら
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れた極大周波数が二次電池の共振周波数となるので、二次電池における劣化の程度、例え
ば、鉛蓄電池等において電極表面が非伝導性結晶被膜に覆われている程度によって異なる
ため、測定前は共振周波数の数値が未知であっても、測定により、二次電池の共振周波数
を確実且つ正確に求めることができる。
【００２２】
　そして、極大周波数検出手段が検出した極大周波数の活性化パルス電圧を二次電池に加
える活性化パルス電圧発生手段を設けたので、共振周波数の活性化パルス電圧を二次電池
に自動的に印加することができ、共振周波数の活性化パルス電圧を印加することにより、
二次電池に効率よく活性化電流を導通させることができ、従って、劣化の程度によらず、
二次電池の活性化を確実且つ充分に図ることができるうえ、二次電池の活性化を自動的に
行うことができる。
　　（請求項６の効果）
　請求項６記載の発明によれば、上記した請求項５記載の発明の効果に加え、次のような
効果を奏する。
【００２３】
　すなわち、請求項６記載の発明によれば、測定された電流値の上下変動幅が予め設定さ
れた所定の範囲を超えない場合には、当該上下変動において極大となる電流値が検出され
ても、この検出された極大となる電流値における周波数をノイズとしてキャンセルするノ
イズキャンセル手段を設け、二次電池に流れる電流値を測定する際に、測定対象となる電
流に、細かく上下に変動する脈動が含まれていることから、多数の極大部分がノイズとな
って発生しても、ノイズとなる多数の極大部分については、ノイズキャンセル手段が当該
極大部分における周波数をキャンセルし、多数のノイズ周波数の中から、測定すべき共振
周波数を自動的に抽出するようにしたので、これにより、求めるべき共振周波数を確実且
つ正確に測定することができる。
【００２４】
　　（請求項７の効果）
　請求項７記載の発明によれば、上記した請求項５又は６記載の発明の効果に加え、次の
ような効果を奏する。
　すなわち、請求項７記載の発明によれば、測定された複数の極大周波数のうち、極大値
の近傍で山形に変化する電流値の頂上から底部までの差が最も大きい周波数を極大周波数
として選択する極大周波数選択手段を設けたので、二次電池が異なる複数の数値の周波数
を共振周波数として有していても、例えば、複数の電極板を有する鉛蓄電池のように、そ
の電極板のそれぞれが蓄電セルを形成し、且つ、各電極板における非伝導性結晶被膜に覆
われている程度が相違していることから、複数の数値の周波数が共振周波数として存在し
ていても、極大周波数選択手段が極大値の近傍で山形に変化する電流値の頂上から底部ま
での差が最も大きい極大周波数を共振周波数として自動的に選択し、この周波数の活性化
パルス電圧を二次電池に加えるので、本測定で得られた共振周波数を有する活性化パルス
電圧のうちでは、最も大きな電流を二次電池に導通させることができ、これにより、二次
電池の活性化を確実且つ充分に図ることができる。
【００２５】
　　（請求項８の効果）
　前述のように構成されている本発明は、以下に記載されるような効果を奏する。
　すなわち、請求項８記載の発明によれば、二次電池に印加する測定電圧の周波数を変え
ることができる電圧印加手段を設けたので、二次電池の共振周波数が存在しうる範囲にお
ける最低周波数から最高周波数までの範囲全体にわたって周波数を変えながら所定の電圧
を二次電池に印加することができる。
　また、この電圧印加手段が測定電圧を印加した際に、二次電池に流れる電流値を測定す
る電流測定手段を設けたので、最低周波数から最高周波数まで周波数を変えながら所定の
電圧を二次電池に印加しながら、それぞれの周波数において二次電池に流れる電流を測定
することができる。
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【００２６】
　さらに、最低周波数から最高周波数までの間において電流値が極大となる極大周波数を
検出する極大周波数検出手段を設けたので、これにより、電流値が鋭い山形状に増大して
極大となる極大周波数を自動的に検出することができる。
　ここで、電圧印加手段、電流測定手段、及び、極大周波数検出手段の作動によって得ら
れた極大周波数が二次電池の共振周波数となるので、二次電池における劣化の程度、例え
ば、鉛蓄電池等において電極表面が非伝導性結晶被膜に覆われている程度によって異なる
ため、測定前は共振周波数の数値が未知であっても、測定により、二次電池の共振周波数
を確実且つ正確に求めることができる。
【００２７】
　　（請求項９の効果）
　前述のように構成されている本発明は、以下に記載されるような効果を奏する。
　すなわち、請求項９記載の発明によれば、二次電池に印加する測定電圧の周波数を変え
ることができる電圧印加手段を設けたので、二次電池の共振周波数が存在しうる範囲にお
ける最低周波数から最高周波数まで、周波数を変えながら所定の電圧を二次電池に印加す
ることができる。
　また、この電圧印加手段が測定電圧を印加した際に、二次電池に流れる電流値を測定す
る電流測定手段を設けたので、最低周波数から最高周波数までの範囲全体にわたって周波
数を変えながら所定の電圧を二次電池に印加しながら、それぞれの周波数において二次電
池に流れる電流を測定することができる。
【００２８】
　さらに、最低周波数から最高周波数までの間において電流値が極大となる極大周波数を
検出する極大周波数検出手段を設けたので、これにより、電流値が鋭い山形状に増大して
極大となる極大周波数を自動的に検出することができる。
　ここで、電圧印加手段、電流測定手段、及び、極大周波数検出手段の作動によって得ら
れた極大周波数が二次電池の共振周波数となるので、二次電池における劣化の程度、例え
ば、鉛蓄電池等において電極表面が非伝導性結晶被膜に覆われている程度によって異なる
ため、測定前は共振周波数の数値が未知であっても、測定により、二次電池の共振周波数
を確実且つ正確に求めることができる。
【００２９】
　そして、極大周波数検出手段が検出した極大周波数の活性化パルス電圧を二次電池に加
える活性化パルス電圧発生手段を設け、二次電池を充電するための直流電圧印加手段が二
次電池に所定の直流電圧を印加している状態で、活性化パルス電圧発生手段の活性化パル
ス電圧を直流電圧印加手段の直流電圧に重畳させて二次電池に印加するようにしたので、
二次電池を充電しながら、二次電池の活性化を行うことができるうえ、活性化パルス電圧
を単独で印加する場合に比べて、活性化パルス電圧の印加により二次電池により大きな電
流を流すことができる。これにより、非伝導性結晶被膜を破壊するための電流をより強力
なものにでき、非伝導性結晶被膜の破壊をより効果的に行え、二次電池の活性化の効率を
さらに一層向上することができる。
【００３０】
　さらに、請求項９記載の発明によれば、二次電池を充電しながら、極大周波数検出手段
によって極大周波数を自動的に検出することができ、且つ、二次電池を充電しながら、活
性化パルス電圧発生手段によって活性化パルス電圧を二次電池に印加することができるの
で、二次電池が充電状態及び放電状態のいずれにあっても、極大周波数の自動検出及び活
性化パルス電圧の印加のいずれもが実行可能であり、二次電池に対して所定周期で、極大
周波数の自動検出及び活性化パルス電圧の印加を交互に繰り返して行うこともできる。
　このため、充電及び放電が随時行われ、時には充電と放電とが同時に行われるような状
況で使用される二次電池、例えば、自動車に搭載される鉛蓄電池に対して、極大周波数の
自動検出及び活性化パルス電圧の印加を、所定周期で交互に繰り返して行えば、常に充電
及び放電のいずれかが行われ、二次電池の内部状態が変化し、二次電池の共振周波数も変
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化していっても、所定周期毎に極大周波数の自動検出が行われ、この自動検出の結果によ
り、活性化パルス電圧の周波数を更新して、二次電池の共振周波数の変化に追従させるこ
とができる。これにより、非伝導性結晶被膜の破壊をより効率良く行うことができ、二次
電池の活性化の効率をさらに一層向上することができる。
【００３１】
　この際、前回の極大周波数の自動検出で得られた検出結果等に基づいて、今回の検出結
果である周波数を予測しておき、極大周波数の自動検出を開始するにあたり、最初に二次
電池に印加する周波数として予測した極大周波数を印加し、これにより、極大周波数の自
動検出を行う度に、予め設定すべき最低周波数から最高周波数の範囲を狭めるようにして
もよい。このようにすれば、最終的には、極大周波数の自動検出の開始時に予測した極大
周波数の検出用パルスを数発だけ二次電池に印加することにより、極大周波数の検出が行
える。
　そして、このようにして得られた共振周波数で二次電池を活性化するにあたり、数発の
活性化パルスを二次電池に印加するようにすることもでき、さらに、検出用パルスを数発
だけ印加する極大周波数の自動検出と、活性化パルスを数発だけ印加する活性化パルス電
圧の自動印加処理とを、交互に繰り返していけば、極大周波数の自動検出及び活性化パル
ス電圧の印加を交互に繰り返すサイクルを短い周期で行うことができ、二次電池の共振周
波数への追従性を向上することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３２】
　以下に、本発明を実施するための最良の形態である実施形態について、図面に基づいて
説明する。
　図１～図３は、本実施形態を示すものである。図１は、本実施形態に係る充電装置の概
略構成を示すブロック図、図２は、本実施形態に係る活性化装置の概略構成を示すブロッ
ク図、図３は、本実施形態に係る共振周波数測定制御部の概略構成を示すブロック図であ
る。
　本実施形態に係る充電装置１は、商用電源から受けた電力で二次電池である鉛蓄電池２
を充電する機能に加えて、サルフェーションで劣化した鉛蓄電池２を活性化させる機能を
有するものとなっている。
【００３３】
　さらに詳しく説明すると、鉛蓄電池２は、サルフェーション現象により性能が劣化して
いくものである。
　ここで、サルフェーション現象とは、鉛蓄電池２の放電により、その電解液中に溶解し
ている硫酸鉛が飽和状態となり、さらに、温度低下等により結晶化し、この結晶化した硫
酸鉛が電極表面に付着して被膜化して、電気を通さない非伝導性結晶被膜を形成して電極
表面を覆い、鉛蓄電池２の内部抵抗を増大させて性能を低下させる現象をいう。
　このような充電装置１には、図１に示すように、家庭のコンセント等から取り出すこと
ができる商用電源の電源電圧をステップダウンするための降圧トランス等を備えた降圧部
３と、この降圧部３が降圧した交流電圧を直流電圧に整流する整流部４と、劣化した鉛蓄
電池２を活性化させるための活性化装置である活性化部10と、整流部４の直流回路に活性
化部10の交流回路を結合し、充電のために直流電圧が印加されている鉛蓄電池２に活性化
用の交流電圧を重畳させるための結合トランス５とが設けられている。
【００３４】
　このような概略構成の充電装置１は、結合トランス５を介して活性化部10が鉛蓄電池２
されており、これにより、整流部４からの直流電力で鉛蓄電池２を充電しながら、鉛蓄電
池２の共振周波数測定又は活性化処理が行えるようになっている。
　一方、充電装置１は、結合トランス５を介して活性化部10が鉛蓄電池２に結合されてい
るので、蓄電池２の共振周波数測定及び活性化処理を伴わずに、鉛蓄電池２の充電処理を
単独で行うこともできる。なお、充電装置１は、鉛蓄電池２の共振周波数測定、及び、鉛
蓄電池２の活性化処理もそれぞれ単独で行うことができるようになっている。
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　活性化部10は、鉛蓄電池２の共振周波数を測定で求め、測定で求めた共振周波数の活性
化パルス電圧で鉛蓄電池２を活性化するものである。
【００３５】
　さらに詳しく説明すると、活性化部10は、予め設定しておいた最低周波数から最高周波
数までの範囲全体にわたって周波数を変えながら所定の測定パルス電圧を鉛蓄電池２に印
加していくとともに、鉛蓄電池２に流れる電流値を測定していき、電流値が極大となる極
大周波数を求め、この極大周波数を鉛蓄電池２の共振周波数とするものである。
　また、活性化部10は、測定で求めた共振周波数の活性化パルス電圧を鉛蓄電池２に加え
て、この活性化パルス電圧で、鉛蓄電池２の電極表面で被膜化した硫酸鉛の非伝導性結晶
被膜を破壊して除去することにより、鉛蓄電池２を活性化するものである。
　このような活性化部10には、図２に示すように、活性化パルス電圧を発生させる活性化
パルス電圧発生部11と、測定パルス電圧を発生させる測定パルス電圧発生部12と、これら
の活性化パルス電圧発生部11及び測定パルス電圧発生部12の動作制御等を行う電流測定制
御部20と、鉛蓄電池２の電流測定動作及び活性化動作の切換を行うための切換部13, 14と
が設けられている。
【００３６】
　このうち、切換部13は、電流測定制御部20の切換指令信号に応じて、電流測定制御部20
から出力されるトリガー信号の行き先を活性化パルス電圧発生部11及び及び測定パルス電
圧発生部12の一方から他方へ切り換えるものである。
　切換部14は、電流測定制御部20の切換指令信号に応じて、鉛蓄電池２へ送るべきパルス
電圧の発信源を、活性化パルス電圧発生部11及び及び測定パルス電圧発生部12の一方から
他方へ切り換えるものである。
　活性化パルス電圧発生部11は、電流測定制御部20からのトリガー信号に同期して動作す
る図示しない電力制御用スイッチング素子と、電圧を昇圧させるための図示しない誘導コ
イルとを備えたものである。活性化パルス電圧発生部11の電力制御用スイッチング素子は
、電流測定制御部20からトリガー信号を受けると、誘導コイルの一次側の電流を瞬間的に
遮断し、これにより、誘導コイルの二次側に接続された鉛蓄電池２の電極に比較的高圧の
活性化パルス電圧を印加するものとなっている。
【００３７】
　測定パルス電圧発生部12は、活性化パルス電圧発生部11と同様に、電流測定制御部20か
らのトリガー信号に同期して動作する図示しない電力制御用スイッチング素子と、電圧を
昇圧させるための図示しない誘導コイルとを備えたものである。活性化パルス電圧発生部
11の電力制御用スイッチング素子は、電流測定制御部20からトリガー信号を受けると、誘
導コイルの一次側の電流を瞬間的に遮断し、これにより、誘導コイルの二次側に測定パル
ス電圧を発生させ、誘導コイルの二次側に接続された鉛蓄電池２に測定用の電流を導通さ
せるものとなっている。
　電流測定制御部20は、活性化パルス電圧発生部11及び測定パルス電圧発生部12へ送出す
るトリガー信号の生成、及び、測定パルス電圧発生部12が測定パルス電圧を鉛蓄電池２に
印加した際に鉛蓄電池２に流れる電流の測定を行うものである。
【００３８】
　このような電流測定制御部20には、トリガー信号の元となるノコギリ波を発振する電圧
制御発振部21と、電圧制御発振部21が発振するノコギリ波の波形整形を行う波形整形部22
と、測定パルス電圧が鉛蓄電池２に印加された際に鉛蓄電池２に流れる電流を測定する電
流測定手段としての電流測定部23と、この電流測定部23が測定した電流値に基づいて共振
周波数を算出するとともに、電圧制御発振部21の発振周波数を制御する共振周波数演算制
御部30とが設けられている。
　電圧制御発振部21は、入力される制御電圧信号の電圧値の大きさに応じて、出力するノ
コギリ波の発信周波数を所定の範囲、例えば、１ｋHz以上１４ｋHz以下の範囲で変化させ
ることが可能となった発振器である。
【００３９】
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　波形整形部22は、電圧制御発振部21から受信したノコギリ波を整形して矩形状のパルス
となったトリガー信号を出力するものである。ここで、波形整形部22は、ノコギリ波を整
形して、デューティー比５％のパルス、換言すると、一周期における有電圧時間が全体の
５％とされるとともに無電圧時間が全体の９５％とされた針状波形のパルスに整形し、こ
の針状波形のパルスをトリガー信号として出力するようになっている。
　ここで、電圧制御発振部21から出力されるノコギリ波の発信周波数が所定の範囲、例え
ば、１ｋHz以上１４ｋHz以下の範囲で変化するので、これに応じて、波形整形部22から出
力されるトリガー信号の発信周波数も所定の範囲、例えば、１ｋHz以上１４ｋHz以下の範
囲で変化するようになっている。
【００４０】
　活性化パルス電圧発生部11は、受信したトリガー信号の発信周波数に応じて、出力され
る活性化パルス電圧の発信周波数を所定の範囲、例えば、１ｋHz以上１４ｋHz以下の範囲
で変化させることが可能となっている。
　また、測定パルス電圧発生部12は、受信したトリガー信号の発信周波数に応じて、出力
される測定パルス電圧の発信周波数を所定の範囲、例えば、１ｋHz以上１４ｋHz以下の範
囲で変化させるようになっている。
　以上において、測定パルス電圧発生部12は、予め設定しておいた最低周波数から最高周
波数までの範囲全体にわたって周波数を変えながら所定の測定電圧である測定パルス電圧
を鉛蓄電池２に印加していく電圧印加手段となっている。
【００４１】
　電流測定部23は、測定パルス電圧発生部12から鉛蓄電池２へ向かって延びるケーブルに
取り付けられた変流器15を介して、測定パルス電圧発生部12が測定パルス電圧を印加した
際に鉛蓄電池２に流れる電流を測定するものである。換言すると、電流測定部23は、鉛蓄
電池２に流れる電流に応じて変流器15から出力される信号を受信すると、鉛蓄電池２に流
れる電流値を示す所定の測定値信号を共振周波数演算制御部30へ送出するものである。
　共振周波数演算制御部30は、切換部13, 14の接続を測定パルス電圧発生部12側に切り換
えた後、電圧制御発振部21へ出力する制御電圧信号の電圧値を所定ピッチでシフトしてい
き、電圧制御発振部21から出力されるノコギリ波の発信周波数を、例えば、１００Hzのピ
ッチでシフトさせ、これにより、測定パルス電圧発生部12から出力されるトリガー信号の
発信周波数を、例えば、１００Hzのピッチでシフトさせ、変化していく各周波数毎に電流
測定部23が測定した電圧値を記憶していくものである。
【００４２】
　そして、共振周波数演算制御部30は、所定の範囲、例えば、１ｋHz以上１４ｋHz以下の
範囲で変化する周波数範囲の全域にわたって鉛蓄電池２に流れる電流値を測定し、それぞ
れの周波数で測定した電流値を記憶し、測定すべき周波数範囲の全域の全電流値を記憶し
た後、換言すると、これらの電流値が形成する測定電流値データを記憶した後、記憶して
いる測定電流値データに基づいて極大となる極大周波数を算出するようになっている。
　さらに、共振周波数演算制御部30は、極大周波数の算出を終えると、切換部13, 14の接
続を活性化パルス電圧発生部11側に切り換えた後、算出した極大周波数のノコギリ波を電
圧制御発振部21に出力させて、波形整形部22から極大周波数のトリガー信号を出力させ、
これにより、活性化パルス電圧発生部11から極大周波数の活性化パルス電圧を発生させて
鉛蓄電池２に印加するようになっている。
【００４３】
　以上において、活性化パルス電圧発生部11は、非伝導性結晶被膜を破壊するために、共
振周波数演算制御部30に設けられている後述する極大周波数演算部40が検出した極大周波
数の活性化パルス電圧を鉛蓄電池２に加える活性化パルス電圧発生手段となっている。
　次に、共振周波数演算制御部30についてさらに詳しく説明する。
　共振周波数演算制御部30は、鉛蓄電池２に流れる電流を測定する際に変更される測定パ
ルス電圧の発信周波数について、その変化ピッチ及び変化可能領域を予め設定しておく機
能と、前述の電流を測定する際に発生するノイズを取り除く機能とを備えたものとなって
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いる。
【００４４】
　換言すると、共振周波数演算制御部30は、測定パルス電圧の発信周波数を上昇させなが
ら、鉛蓄電池２に流れる電流を測定するものであり、測定パルス電圧発生部12から測定パ
ルス電圧を出力させるにあたり、発信周波数の変化ピッチ及び変化可能領域、ここでは、
一の電流測定から次の回の電流測定へ移行する際に発信周波数を上昇させる際の上昇率、
及び、最低周波数から最高周波数までの変動範囲を予め設定しておくための機能を有して
いる。
　また、共振周波数演算制御部30は、前述の電流を測定する際に、極大周波数において電
流が極大となる真の極大値の外に、ノイズによって電流が極大となるノイズの極大値が多
数発生するので、不要なノイズの極大値を取り除き、これにより、必要な極大周波数を迅
速に求められるようにする機能を有するものでもある。
【００４５】
　このような共振周波数演算制御部30には、図３に示すように、電流測定部23によって測
定された電流値を記憶するための記憶部31と、この記憶部31に記憶された電流値等に基づ
いて鉛蓄電池２の共振周波数を求めるとともに、求めた共振周波数を示す共振周波数信号
を出力する極大周波数演算部40と、測定パルス電圧の発信周波数に係る上昇率及び変動範
囲を設定して保持するための周波数上昇率変動範囲設定部32と、電圧制御発振部21へ送出
される制御電圧信号を発生する周波数指定信号発生部33と、共振周波数演算制御部30にお
ける電流測定動作及び活性化動作の切換を行うための動作切換スイッチ部34,35,36と、記
憶部31、極大周波数演算部40及び動作切換スイッチ部34,35,36等の動作を制御するための
制御部37とが設けられている。
【００４６】
　記憶部31は、予め設定しておいた最低周波数から最高周波数までの周波数範囲の全域に
わたって、電流測定部23によって測定された電流値を含むとともに、周波数の変化に対す
る電流値の変化を示す電流値測定データを記憶する記憶手段である。
　記憶部31の入力側には動作切換スイッチ部34が設けられる一方、記憶部31の出力側には
動作切換スイッチ部35が設けられている。
　ここで、共振周波数演算制御部30は、電流測定動作を行うにあたり、制御部37から動作
切換スイッチ部34, 35及び記憶部31へ測定信号が送出され、これにより、動作切換スイッ
チ部34が導通状態に、動作切換スイッチ部35が遮断状態にされ、且つ、記憶部31が電流値
測定データを入力して記憶する記憶動作状態となるように形成されている。
【００４７】
　また、共振周波数演算制御部30は、活性化動作を行うにあたり、制御部37から動作切換
スイッチ部34, 35及び記憶部31へ活性化信号が送出され、これにより、動作切換スイッチ
部34が遮断状態に、動作切換スイッチ部35が導通状態にされ、且つ、記憶部31が電流値測
定データを極大周波数演算部40へ出力するデータ出力動作状態となるように形成されてい
る。
　周波数上昇率変動範囲設定部32は、工場出荷時に製造工場の係員によって入力された上
昇率及び変動範囲をデフォルト値として記憶しているとともに、充電装置１で鉛蓄電池２
を活性化させるにあたり、必要に応じてユーザーによる所定操作によりデフォルトの上昇
率及び変動範囲の値が変更できるようになったものである。そして、周波数上昇率変動範
囲設定部32は、必要に応じて、記憶しているデフォルトの上昇率及び変動範囲、又は、変
更があった場合は変更後の上昇率及び変動範囲を示す変更指示信号を出力するようになっ
ている。
【００４８】
　周波数指定信号発生部33は、周波数上昇率変動範囲設定部32から送られてくる変更指示
信号が示す上昇率及び変動範囲、又は、極大周波数演算部40から送られてくる共振周波数
信号が示す極大周波数に基づいて、出力する周波数指定信号の電圧の大きさが設定される
ものである。
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　すなわち、周波数指定信号発生部33の入力側には、動作切換スイッチ部36が設けられて
いる。この動作切換スイッチ部36は、周波数指定信号発生部33が電流測定動作を行うにあ
たり、制御部37から測定信号を受けると、周波数指定信号発生部33の入力を周波数上昇率
変動範囲設定部32側に接続するようになっている。
【００４９】
　これにより、周波数指定信号発生部33は、電流測定動作が開始されると、周波数上昇率
変動範囲設定部32からの変更指示信号が示す上昇率及び変動範囲に基づいて周波数指定信
号の電圧を変化させる、具体的には、その変動範囲における最低周波数に対応した電圧値
から最高周波数に対応する電圧値まで、その上昇率の示すピッチで、出力すべき周波数指
定信号の電圧の大きさを上昇させていくものとなっている。
動作切換スイッチ部36は、周波数指定信号発生部33が電流測定動作を行うにあたり、制御
部37から測定信号を受けると、周波数指定信号発生部33の入力を周波数上昇率変動範囲設
定部32側に接続するようになっている。
【００５０】
　一方、周波数指定信号発生部33は、活性化動作が開始されると、極大周波数演算部40か
ら送られてくる共振周波数信号が示す極大周波数に基づいて周波数指定信号の電圧を設定
し、極大周波数演算部40が求めた共振周波数に対応する電圧値の周波数指定信号を出力し
、且つ、活性化動作が終了するまで、周波数指定信号の出力電圧値を共振周波数に対応し
た値に維持するものとなっている。
　極大周波数演算部40は、鉛蓄電池２の共振周波数を求める機能に加えて、前述のノイズ
を取り除く機能を有するものとなっている。
　この極大周波数演算部40には、記憶部31に記憶されている電流値測定データから極大電
流値及びその周波数を検出する極大検出部41と、電流値測定データから極小電流値及びそ
の周波数を検出する極小検出部42と、極大検出部41が検出した極大電流値の変動幅を検出
する変動幅検出部43と、得られた極大電流値からノイズとなるものを取り除くノイズキャ
ンセル部44と、得られた極大電流値の周波数である極大周波数を保持する極大周波数保持
部45と、複数得られた極大周波数の中から最適なものを一つ選ぶ極大周波数選択部46とが
設けられている。
【００５１】
　極大検出部41は、記憶部31に記憶されている電流値測定データを受信し、一の周波数に
おける測定で得た電流値と、この測定の前において、周波数が１ピッチ分上昇する前の状
態で行われた測定で得た電流とを次々比較していき、前者の測定で得た電流値から後者の
測定で得た電流値を差し引いた差に基づいて、電流の極大値と、そのときの周波数である
極大周波数とを検出するものである。
　さらに具体的に説明すると、極大検出部41は、一の周波数における測定で得た電流値か
ら、その前の周波数における測定で得た電流値を差し引く演算を行い、その演算結果であ
る差が「０」又は負の値となる電流値及び周波数を検出し、検出した電流値及び周波数を
示す極大データ信号を出力するものである。
【００５２】
　ここにおいて、極大検出部41は、記憶手段である記憶部31に記憶された電流値測定デー
タに基づいて、予め設定しておいた最低周波数から最高周波数までの間において電流値が
極大となる極大周波数を検出する極大周波数検出手段となっている。
　極小検出部42は、記憶部31に記憶されている電流値測定データを受信し、一の周波数に
おける測定で得た電流値と、この測定の前において、周波数が１ピッチ分上昇する前の状
態で行われた測定で得た電流とを次々比較していき、前者の測定で得た電流値から後者の
測定で得た電流値を差し引いた差に基づいて、電流の極小値と、そのときの周波数である
極小周波数とを検出するものである。
【００５３】
　さらに具体的に説明すると、極小検出部42は、一の周波数における測定で得た電流値か
ら、その前の周波数における測定で得た電流値を差し引く演算を行い、その演算結果であ
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る差が「０」又は正の値となる電流値及び周波数を検出し、検出した電流値及び周波数を
示す極小データ信号を出力するものである。
　変動幅検出部43は、極大検出部41から出力される極大データ信号、及び、極小検出部42
から出力される極小データ信号に基づいて、極大周波数における電流の変動幅を検出する
ものである。
　具体的に説明すると、変動幅検出部43は、極大検出部41から極大データ信号を受信する
と、この極大データ信号が示す極大電流値から、この極大データの受信後、最初に極小検
出部42から受信した極小データ信号が示す極小電流値を差し引いて極大周波数における電
流の変動幅を算出するようになっている。
【００５４】
　また、変動幅検出部43は、極大周波数における電流の変動幅を算出すると、変動幅を含
んだ極大周波数データ信号をノイズキャンセル部44へ送出するようになっている。ここで
、極大周波数データ信号は、極大検出部41から出力されてきた極大データ信号に示される
電流値である極大電流値、極大データ信号に示される周波数である極大周波数、及び、変
動幅検出部43によって算出された変動幅を含むものとなっている。
　ノイズキャンセル部44は、変動幅検出部43から送られてくる極大周波数データ信号のう
ち、その変動幅が所定の大きさ以上となっている極大周波数データ信号を極大周波数保持
部45へ送出する一方、変動幅が所定の大きさに満たない極大周波数データ信号をキャセル
する、換言すると、破棄するものとなっている。
【００５５】
　ここにおいて、ノイズキャンセル部44は、測定された電流値の上下変動幅が予め設定さ
れた所定の範囲を超えない場合には、当該上下変動において極大となる電流値が検出され
ても、この検出された極大となる電流値における周波数をノイズとしてキャンセルするノ
イズキャンセル手段となっている。
　極大周００５２波数保持部45は、測定が開始されてから極大周波数選択部46が求めるべ
き極大周波数を決定するまでの間、ノイズキャンセル部44から送られてくる極大周波数デ
ータ信号を保持するものである。この極大周波数保持部45には、複数の極大周波数データ
信号を保持する能力が備わっている。
【００５６】
　極大周波数選択部46は、極大周波数保持部45が保持している複数の極大周波数データ信
号を受信し、これらの中で最も変動幅が大きい極大周波数データ信号を抽出し、抽出した
極大周波数データ信号に含まれる極大周波数を求めるべき共振周波数として選択する極大
周波数選択手段である。そして、極大周波数選択部46は、共振周波数（極大周波数）を選
択すると、選択した共振周波数を含む共振周波数信号を周波数指定信号発生部33へ向けて
発振するように形成されている。
　ここにおいて、極大周波数演算部40は、極大周波数選択部46を備えたことにより、予め
設定しておいた最低周波数から最高周波数までの周波数範囲の全域にわたって、鉛蓄電池
２に流れる電流値を測定し、電流値が極大となる極大周波数を検出し、電流値が極大とな
る極大周波数が複数検出された場合に、極大値の近傍で山形に変化する電流値の頂上から
底部までの差である変動幅が最も大きい周波数を極大周波数として採用するものとなって
いる。
【００５７】
　なお、前記実施形態における充電装置１から充電機能を取り除くとともに、活性化パル
ス電圧発生部11を省略すると、非伝導性結晶被膜である硫酸鉛の結晶被膜を破壊する活性
化パルス電圧を鉛蓄電池２に印加するにあたり、印加すべき活性化パルス電圧の周波数を
求めるための測定を行う鉛蓄電池２の活性化パルス周波数測定装置が形成される。
　以上のような本実施形態では、鉛蓄電池２の共振周波数を測定する際に、鉛蓄電池２に
印加される測定パルス電圧は、図４に示すように、予め設定しておいた最低周波数ｆmin 
から最高周波数ｆmax までの範囲全体にわたって周波数が変更されていく。
　鉛蓄電池２の場合、最低周波数ｆmin を１ｋHzに、最高周波数ｆmax を１４ｋHzに設定
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することができ、周波数測定レンジｆｒがおおよそ１３ｋHz程度となる。
【００５８】
　そして、測定パルス電圧の周波数を上昇させていく際の上昇率、換言すると、周波数を
変更していく際のピッチｆp は、周波数測定レンジｆｒの５～１０％、鉛蓄電池２の場合
、例えば、１００Hzに設定できる。
　一方、鉛蓄電池２の電流を測定する場合、電流の測定範囲である電流測定レンジＩｒは
、鉛蓄電池２の容量によって著しく異なるので、すべてのケースに対応した説明はできな
いが、普通の乗用車等で用いられる鉛蓄電池の場合、最小電流値Ｉmin を１mA程度に、最
大電流値Ｉmax を１００mA程度に設定し、電流測定レンジＩｒを約１００mAに設定するこ
とができる。
【００５９】
　このような設定で測定を行うと、測定パルス電圧の周波数が鉛蓄電池２の共振周波数と
なると、電流値が山形に大きく変化、換言すると、図４で示すように、電流の波形に山形
部分Ａが発生し、この山形部分Ａの頂点が、図４において、電流の極大となる極大電流値
及びその周波数である極大周波数を示す点となる。
　ここで、山形部分Ａにおける電流値の変動幅ΔＩは、電流測定レンジＩｒの１０％から
３０％までの範囲内に収まる値となり、ノイズの電流値の変動幅が電流測定レンジＩｒの
５％以下となることから、ノイズの除去が容易且つ確実に行うことができる。
　また、山形部分Ａにおける周波数の幅Δｆは、周波数測定レンジｆｒの５％から１０％
までの範囲内に収まる値となるので、ピッチｆp を１００Hzに設定することで、極大電流
値を確実に求めることができる。
【００６０】
　続いて、本実施形態に係る充電装置１の動作について、図５のフローチャートを参照し
ながら説明する。
　充電装置１に鉛蓄電池２を接続した後、充電装置１の電源を投入する等により、充電装
置１の動作が開始される。すると、図５に示すように、最初のステップＳ1000において、
予め設定しておいた最低周波数ｆmin から最高周波数ｆmax までの範囲全体にわたって測
定パルス電圧の周波数を、所定のピッチずつ変更しながら、測定パルス電圧を鉛蓄電池２
に印加していく測定パルス電圧印加処理と、所定のピッチずつ測定パルス電圧の周波数を
変更する毎に、鉛蓄電池２に流れる電流を測定する電流測定処理と、測定した電流値を次
々に記憶部31に入力していき、入力された電流値と、測定時の周波数とを含んだ電流値測
定データを記憶部31の内部に形成していく測定値記憶処理とが開始される。
【００６１】
　次のステップＳ1100では、最低周波数ｆmin から最高周波数ｆmax までの全範囲につい
て、電流測定が完了したか否かの判断がなされる。より詳しく説明すると、ステップＳ11
00では、鉛蓄電池２に印加する測定パルス電圧の周波数を所定のピッチずつ変更しながら
、鉛蓄電池２に流れる電流を測定する電流測定処理が、最低周波数ｆmin から最高周波数
ｆmax までの全範囲について完了したか否かの判断がなされる。
　このステップＳ1100で、電流測定が完了したとの判断がなされない場合には、電流測定
が完了するまで、ステップＳ1100を繰り返す。一方、ステップＳ1100で電流測定が完了し
たと判断がなされた場合には、次のステップＳ1200へ進む。
【００６２】
　ステップＳ1200では、最低周波数ｆmin から最高周波数ｆmax までの全範囲について電
流値の変化を認識することにより、測定された電流が極大となる極大部分、及び、極小と
なる極小部分を検出する極大・極小検出処理と、検出された電流値の極大部分及び極小部
分に基づいて極大部分の変動幅を算出し、この極大部分の変動幅が基準の値に達していな
い場合には、当該極大部分をノイズによる極大としてキャンセルするノイズキャセル処理
とが行われる。
　これらの極大・極小検出処理及びノイズキャセル処理が完了したら、次のステップＳ13
00へ進み、ステップＳ1300で、ノイズキャンセル処理後に残った極大部分の周波数と、変
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動幅を含んだ極大周波数データを保持し、極大周波数データの保持が完了したら、次のス
テップＳ1300へ進む。
【００６３】
　ステップＳ1400では、ステップＳ1300で複数の極大周波数データが保持されたか否かが
判断される。このステップＳ1400で、複数の極大周波数データが保持されたと判断されな
かった場合、換言すると、保持された極大周波数データが一つのみであると判断された場
合には、当該極大周波数データが共振周波数となる極大周波数を含むものとして保持され
、次のステップＳ1500をスキップしてステップＳ1600へ進む。
　一方、ステップＳ1400で複数の極大周波数データが保持されたと判断された場合には、
次のステップＳ1500へ進む。
　ステップＳ1500では、保持された複数の極大周波数データのうち、最も変動幅の大きい
極大周波数データを選択する極大周波数選択処理と、選択された極大周波数データが共振
周波数となる極大周波数を含むものであるとして、この選択された極大周波数データを保
持する共振周波数保持処理とが行われる。
【００６４】
　ステップＳ1600では、鉛蓄電池２を充電する充電処理を行いながら、活性化パルス電圧
を鉛蓄電池２に印加する活性化パルス電圧印加処理を行う。すなわち、ステップＳ1600で
は、充電のための直流電圧を鉛蓄電池２に印加した状態で、ステップＳ1400又はステップ
Ｓ1500で保持された極大周波数データに含まれる共振周波数としての極大周波数で活性化
パルス電圧発生部11を発振させ、この極大周波数の活性化パルス電圧を鉛蓄電池２に印加
し、これにより、活性化パルス電圧印加処理及び充電処理を同時に行う。そして、充電処
理を開始してから、鉛蓄電池２に充分な電力が蓄積させるのに必要とみなされる所定時間
が経過したら、活性化パルス電圧印加処理及び充電処理を完了する。充電処理に必要な時
間をかけて、活性化パルス電圧印加処理を行うので、電極に付着した硫酸鉛結晶被膜の破
壊を充分行うことができ、活性化を確実に行うことができる。以上により、充電装置１の
動作が完了する。
【００６５】
　このような充電装置１は、二次電池である鉛蓄電池２を製造した直後、あるいは、購入
直後から当該鉛蓄電池２に対して使用するのが望ましい。
　充電装置１を蓄電池２に対して使用する際には、予め、硫酸鉛の結晶被膜の破壊を促進
する導伝性微粒子や導伝性分子、例えば、カーボンブラックやイオン性液体等を鉛蓄電池
２の電解液に混入しておくことが好ましい。
　また、自動車等の発電機が発生する電力で鉛蓄電池２を受電する場合にも、充電装置１
を利用することができる。そして、自動車等の発電機の出力電圧と鉛蓄電池２の充電電圧
とがマッチングする場合、降圧部３を省略することができる。さらに、自動車等の発電機
としては、発電機の入力軸を駆動する回転駆動力の回転数が変化しても、出力される電圧
や周波数が大きく変動しない直線性に優れた発電機を採用するのが好ましい。
【００６６】
　さらに、充電装置１は、鉛蓄電池２を充電しながら、極大検出部41によって極大周波数
を自動的に検出することができ、且つ、鉛蓄電池２を充電しながら、活性化パルス電圧発
生部11によって活性化パルス電圧を鉛蓄電池２に印加することができる。これにより、鉛
蓄電池２が充電状態及び放電状態のいずれにあっても、極大周波数の自動検出及び活性化
パルス電圧の印加のいずれもが実行可能であり、鉛蓄電池２に対して所定周期で、極大周
波数の自動検出及び活性化パルス電圧の印加を交互に繰り返して行うこともできる。
　このため、充電及び放電が随時行われ、時には充電と放電とが同時に行われるような状
況で使用される鉛蓄電池２、例えば、自動車に搭載される鉛蓄電池２に対して、極大周波
数の自動検出と、活性化パルス電圧の印加とを、所定周期で交互に繰り返して行えば、常
に充電及び放電のいずれかが行われ、鉛蓄電池２の内部状態が変化し、鉛蓄電池２の共振
周波数も変化していっても、所定周期毎に極大周波数の自動検出が行われ、この自動検出
の結果により、活性化パルス電圧の周波数を更新して、鉛蓄電池２の共振周波数の変化に
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追従させることができる。これにより、非伝導性結晶被膜の破壊をより効率良く行うこと
ができ、鉛蓄電池２の活性化の効率をさらなる向上が図れるようになっている。
【００６７】
　前述のような本実施形態によれば、次のような効果が得られる。
　すなわち、鉛蓄電池２に印加する測定パルス電圧の発振周波数を変えることができる電
圧印加手段として測定パルス電圧発生部12を設けたので、この測定パルス電圧発生部12に
よって、鉛蓄電池２の共振周波数が存在しうる範囲における最低周波数ｆmin から最高周
波数ｆmax まで、周波数を変えながら所定の電圧である測定パルス電圧を鉛蓄電池２に印
加することができる。
　また、測定パルス電圧発生部12が測定パルス電圧を鉛蓄電池２に印加した際に、鉛蓄電
池２に流００６４れる電流値を測定する電流測定部23を設けたので、最低周波数ｆmin か
ら最高周波数ｆmax までの範囲全体にわたって周波数を変えながら測定パルス電圧を鉛蓄
電池２に印加しながら、それぞれの周波数において鉛蓄電池２に流れる電流を測定するこ
とができる。
【００６８】
　さらに、最低周波数ｆmin から最高周波数ｆmax までの間において電流値が極大となる
極大周波数を検出する極大検出部41を設けたので、これにより、電流値が鋭い山形状に増
大して極大となる極大周波数を自動的に検出することができる。
　ここで、測定パルス電圧発生部12、電流測定部23、及び、極大検出部41の作動によって
得られた極大周波数が鉛蓄電池２の共振周波数となるので、鉛蓄電池における劣化の程度
、換言すると、その電極表面が硫酸鉛の結晶被膜に覆われている程度によって異なるため
、測定前は未知の数値であっても、測定により、鉛蓄電池２の共振周波数を確実且つ正確
に求めることができる。
【００６９】
　そして、極大検出部41が検出した極大周波数の活性化パルス電圧を鉛蓄電池２に加える
活性化パルス電圧発生部11を設けたので、共振周波数の活性化パルス電圧を鉛蓄電池２に
自動的に印加することができ、これにより、非伝導性結晶被膜である硫酸鉛の結晶被膜を
効率よく除去することができ、従って、鉛蓄電池２の劣化の程度によらず、鉛蓄電池２の
活性化を確実且つ充分に図ることができるうえ、鉛蓄電池２の活性化を自動的に行うこと
ができる。
　また、測定された電流値の上下変動幅が予め設定された所定の範囲を超えない場合には
、当該上下変動において極大となる電流値が検出されても、この検出された極大となる電
流値における周波数をノイズとしてキャンセルするノイズキャンセル手段を設け、二次電
池に流れる電流値を測定する際に、測定対象となる電流に、細かく上下に変動する脈動が
含まれていることから、多数の極大部分がノイズとなって発生しても、ノイズとなる多数
の極大部分については、ノイズキャンセル手段が当該極大部分における周波数をキャンセ
ルし、多数のノイズ周波数の中から、測定すべき共振周波数を自動的に抽出するようにし
たので、これにより、求めるべき共振周波数を確実且つ正確に測定することができる。
【００７０】
　さらに、複数の電極板を有し、硫酸塩結晶の被膜形成の程度が各電極板で相違している
ことから、複数の数値の共振周波数が存在しうる鉛蓄電池２に対して測定を行った結果、
極大検出部41が複数の数値の共振周波数を検出したとしても、変動幅が最も大きい極大周
波数を共振周波数として自動的に選択する極大周波数選択部46を設け、この極大周波数選
択部46が選択した周波数の活性化パルス電圧を鉛蓄電池２に加えるので、本測定で得られ
た共振周波数の活性化パルス電圧のうちでは、最も大きな電流を鉛蓄電池２に導通させる
ことができ、これにより、硫酸鉛の結晶被膜を効率よく除去することができ、従って、鉛
蓄電池２の活性化を確実且つ充分に図ることができる。
【００７１】
　また、極大検出部41が検出した極大周波数の活性化パルス電圧を鉛蓄電池２に加える活
性化パルス電圧発生部11を設け、鉛蓄電池２を充電するための整流部４が鉛蓄電池２に所
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定の直流電圧を印加している状態で、活性化パルス電圧発生部11の活性化パルス電圧を整
流部４の直流電圧に重畳させて鉛蓄電池２に印加するようにしたので、鉛蓄電池２を充電
しながら、鉛蓄電池２の活性化を行うことができるうえ、活性化パルス電圧を単独で印加
する場合に比べて、活性化パルス電圧の印加により鉛蓄電池２により大きな電流値のパル
ス電流を流すことができる。これにより、非伝導性結晶被膜である硫酸鉛の結晶被膜を破
壊するためのパルス電流をより強力なものにでき、硫酸鉛結晶被膜の破壊をより効果的に
行え、鉛蓄電池２の活性化の効率をさらに一層向上することができる。
【００７２】
　なお、本発明に基づく充電装置１及び鉛蓄電池２を含んで無停電電源装置を構成し、こ
の無停電電源装置にパーソナルコンピュータ等の精密計器が接続された状態で、非伝導性
結晶被膜を破壊するために、瞬間最大値の大きな電流値のパルス電流を鉛蓄電池２に流し
ても、鉛蓄電池２がバッファとなるので、パーソナルコンピュータ等の精密計器に何ら悪
影響が及ぶことがない。
　そのうえ、充電処理を行う度に、鉛蓄電池２の共振周波数が測定され、この測定で得ら
れた共振周波数で出力される活性化パルス電圧で鉛蓄電池２の活性化を行うので、鉛蓄電
池２が使用される環境、例えば、周囲温度等により鉛蓄電池２が劣化していく進行速度が
異なり、その劣化の程度が不明である場合でも、鉛蓄電池２の活性化を効率良く行うこと
ができる。
【００７３】
　具体的には、鉛蓄電池２が劣化していく進行速度に個体差があり、鉛蓄電池２の電極を
覆っている硫酸鉛結晶被膜の面積増加速度や、硫酸鉛結晶被膜の厚さの増大速度等、鉛蓄
電池２の劣化の進行速度が未知であっても、充電処理を行う度に、鉛蓄電池２の共振周波
数が測定されるので、日々刻々と変化する鉛蓄電池２の劣化程度に追従することができ、
鉛蓄電池２の活性化を常に効率良く行うことができる。
　また、工場等の事業所や家庭で夜間電力を積極的に利用するために、夜間において夜間
電力を利用して充電装置１で鉛蓄電池２を充電し、昼間において、夜間に充電した電力を
鉛蓄電池２から取り出して使用するようにすれば、昼間のピーク電力を抑制でき、これに
より、電力デマンドを改善することができる。そのうえ、毎日、充電装置１によって鉛蓄
電池２が活性化されるので、鉛蓄電池２の電極に硫酸鉛の結晶被膜が形成されるのが防止
され、鉛蓄電池２の寿命を著しく延ばすことができ、廃棄物の減少が図れ、資源のリサイ
クルを円滑に行うことができる。

　さらに、充電装置１に結合トランス５を設け、鉛蓄電池２を充電しながら、極大検出部
41によって極大周波数を自動的に検出することができ、且つ、鉛蓄電池２を充電しながら
、活性化パルス電圧発生部11によって活性化パルス電圧を鉛蓄電池２に印加することがで
きるようにしたので、鉛蓄電池２が充電状態及び放電状態のいずれにあっても、極大周波
数の自動検出及び活性化パルス電圧の印加のいずれもが実行可能となり、鉛蓄電池２に対
して所定周期で、極大周波数の自動検出及び活性化パルス電圧の印加を交互に繰り返して
行うこともできる。
【００７４】
　このため、充電及び放電が随時行われ、時には充電と放電とが同時に行われるような状
況で使用される鉛蓄電池２、例えば、自動車に搭載される鉛蓄電池２に対して、極大周波
数の自動検出と、活性化パルス電圧の印加とを、所定周期で交互に繰り返して行うことも
できる。
　これにより、常に充電及び放電のいずれかが行われ、鉛蓄電池２の内部状態が変化し、
鉛蓄電池２の共振周波数も変化していっても、所定周期毎に極大周波数の自動検出が行わ
れ、この自動検出の結果により、活性化パルス電圧の周波数を更新して、鉛蓄電池２の共
振周波数の変化に追従させることができ、これにより、非伝導性結晶被膜の破壊をより効
率良く行うことができ、鉛蓄電池２の活性化の効率をさらなる一層向上することができる
。
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【００７５】
　なお、本発明は、前記実施形態に限定されるものではなく、本発明の目的を達成できる
範囲における変形及び改良などをも含むものである。
　すなわち、二次電池としては、鉛蓄電池に限らず、ニッカド電池やニッケル水素電池等
の他の種類の二次電池でもよく、本発明は、内部抵抗が増大することにより劣化する二次
電池の全般について、その活性化を実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【００７６】
【図１】本発明の一実施形態に係る充電装置の概略構成を示すブロック図である。
【図２】前記実施形態に係る活性化装置の概略構成を示すブロック図である。
【図３】前記実施形態に係る共振周波数測定制御部の概略構成を示すブロック図である。
【図４】前記実施形態に係る測定における周波数と電流との関係を示すグラフである。
【図５】前記実施形態に係る充電装置の動作手順を説明するためのフローチャートである
。
【符号の説明】
【００７７】
　　２　　二次電池としての鉛蓄電池
　　４　　直流電圧印加手段としての流部
　　10　　活性化装置としての活性化部
　　11　　活性化パルス電圧発生手段としての活性化パルス電圧発生部
　　12　　電圧印加手段としての測定パルス電圧発生部
　　23　　電流測定手段としての電流測定部
　　31　　記憶手段としての記憶部
　　41　　極大周波数検出手段としての極大検出部
　　44　　ノイズキャンセル手段としてのノイズキャンセル部
　　46　　極大周波数選択手段としての極大周波数選択部
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